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１　記載上の留意点
(1)

(2) 　記載内容は、時期が特定されているものを除き、本自主点検表の作成日現在で記入してください。
(3) 　記入欄が不足の場合は、適宜様式を追加してください。　
(4) 「点検のポイント」欄中、「⇒」部分は記入が必要な項目です。

２　この点検表に関する法令・通知は、次のとおりです。

「社会福祉法」 ⇒ ・　社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）

「総合支援法」 ⇒ ・　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

「総合支援法施行規則」 ⇒ ・　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年２月２８日厚生労働省令第１９号）

「障害者虐待防止法」 ⇒ ・　障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２３年法律第７９号）

「施設基準」 ⇒ ・

※

「指導監査指針着眼点」 ⇒ ・

「感染症等発生時の報告について」 ⇒ ・

「事故発生防止について」 ⇒ ・　社会福祉施設等における事故の発生防止について（平成１９年９月２５日青健福第１３１５号）

⇒ ・「「社会福祉施設等における事故発生時の報告取扱要領」の一部改正について（平成２５年６月２５日青健福第７６３号）」に
よる「社会福祉施設等における事故・不祥事案及び感染症等発生時の報告取扱要領」

　障害者支援施設の設備及び運営に関する基準（平成１８年９月２９日厚生労働省令第１７７号）

　社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について（平成１７年２月２２日健発第0222002号・薬食発第0222001
号・雇児発第0222001号・社援発第0222001号・老発第0222001号）

「事故・不祥事案及び感染症等発
生時の報告について」

　青森県が所管する障害者支援施設の設備及び運営に関する基準については、青森県障害者の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律施行条例（平２５年３月２７日青森県条例第１４号）の施行（平成２５年４月１日施行）により、
国の基準と同じものとしています。

　障害者支援施設等に係る指導監査について（平成１９年４月２６日障発第0426003号）別添「障害者支援施設等指導監査指
針」別紙「障害者支援施設等の主眼事項及び着眼点」

（文中の略称）

　各項目について、障害者支援の状況を内部点検したうえで、「点検結果」欄の「□はい・□いいえ・□該当しない」のいずれかの□にチェックマークを入れ、「点検のポイント」
には必要に応じてその内容を記載してください。

　なお、自主点検項目中「～していますか。また、～していますか。」のように、二つの設問に対して「□はい・□いいえ」欄が一つしかない項目は、二つの設問の要件をいずれも
満たしている場合のみ「□はい」の方にチェックマークを入れ、いずれかが「いいえ」の場合は「□いいえ」の方にチェックマークを入れてください。

社会福祉施設自主点検表（障害者支援施設　処遇）の記載について

（法令・通知の名称）



１ 　一般原則
ア はい ・ ○ 施設基準第3条第2項

○ 　施設の管理の都合により、利用者の生活を不当に制限してはならない。

イ はい ・ ○ 　職員は利用者に対し、虐待や心身に有害な影響を及ぼす行為をしてはならない。 施設基準第3条第3項
　虐待とは、次の行為をいう。 障害者虐待防止法第15条
① 　利用者の身体に外傷が生じ、又は生じる恐れのある暴力を加えること。
② 　利用者にわいせつな行為をすること又は利用者にわいせつな行為をさせること。
③ 　利用者の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置
④ 　利用者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な反応

○

運営規程への定めと職員への周知
虐待防止委員会を設置する等の体制整備
倫理綱領・行動指針・掲示物等の周知徹底
人権意識、知識や技術向上のための研修の実施

２ 　定員
はい ・ ○ 施設基準第36条

県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

　利用者の意思及び人格を尊重し、常に当該利用者の立場に立って支援しなければなら
ない。

自 主 点 検 項 目 点検結果

いいえ　提供するサービスについて、個
人の尊厳の保持を旨とし、利用者
の意向、希望等を尊重するよう配
慮していますか。

　災害、虐待その他やむを得ない事情がある場合を除き、障害者支援施設は、施設障害
福祉サービスの種類ごとのそれぞれの利用定員及び居室の定員を超えて施設障害福祉
サービスの提供を行ってはならない。

　災害、虐待その他やむを得ない
事情がある場合を除き、利用定員
及び居室の定員を遵守しています
か。

　利用者の人権の擁護、虐待の防
止等のため、責任者を設置する等
必要な体制の整備を行うとともに、
その従業者に対し、研修を実施す
る等の措置を講ずるよう努めてい
ますか。

いいえ

いいえ

　平成29年3月厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室
による「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」において、虐待
を防止するための体制等の整備として、次の取組みを掲げている。
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

３ 　個別支援計画
ア はい ・ ⇒ 個別支援計画策定に当たっての利用者支援上の基本指針

施設基準第3条第1項

⇒ 個別支援計画策定に当たってのプロセス等
利用者の状況把握

イ はい ・ 施設基準第18条
支援計画策定時期

策定者及び決定者

策定手順・方法（関係職員、本人・関係者との協議状況）

ウ はい ・ ⇒ 個別支援計画見直しに当たってのプロセス等 施設基準第18条
支援計画見直し時期

策定者及び決定者

策定手順・方法（関係職員、本人・関係者との協議状況）

エ はい ・ ○ 施設基準第8条第2項

① 　施設基準第18条第1項に規定する施設障害福祉サービス計画
② 　施設基準第39条第2項に規定する身体拘束等の記録
③ 　施設基準第41条第2項に規定する苦情の内容等の記録
④

　利用者に対する施設障害福祉サービスの提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該
施設障害福祉サービスを提供した日から5年間保存しなければならない。

　施設基準第43条第2項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置について

　個別支援計画は、その責任者等
により、医師、理学療法士等の専
門的なアドバイスを得て策定し、か
つその実践に努めていますか。

いいえ

　個別支援計画は、利用開始後、
適切な時期に、ケース会議の検討
結果等を踏まえたうえで策定し、定
期的に見直ししていますか。

いいえ

　個別支援計画は、日常生活動作
能力、心理状態、家族関係及び所
内生活態度等についての定期的
調査結果及び利用者本人等の希
望に基づいて策定していますか。

　利用者の支援に関する記録等を
整備していますか。

いいえ

いいえ

障害者支援施設処遇　2



県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

４ 　支援の実施状況
ア はい ・ 施設基準第21条第5項

 

イ はい ・ 施設基準第22条第2項
該当しない

ウ はい ・ 施設基準第23条
該当しない

エ はい ・ 施設基準第24条
該当しない

　生活介護又は就労移行支援に
おける生産活動の機会の提供に
当たっては、地域の実情並びに製
品及びサービスの受給状況等を
考慮して行うように努め、生産活
動に従事する利用者の作業時間、
作業量等がその利用者に過重な
負担とならないように配慮する等
適切な措置を講じていますか。

いいえ

　生活介護、就労移行支援又は就
労継続支援Ｂ型において行われる
生産活動に従事している利用者
に、生産活動に係る事業の収入か
ら生産活動に係る事業に必要な経
費を控除した額に相当する金額を
工賃として支払っていますか。

いいえ

いいえ

　生活介護又は施設入所支援の
提供に当たっては、利用者に対
し、離床、着替え、整容等の介護
その他日常生活上必要な支援を
適切に行っていますか。

いいえ

　自立訓練(機能訓練)、自立訓練
(生活訓練)、就労移行支援又は就
労継続支援Ｂ型の提供に当たって
は、利用者に対し、自立した日常
生活又は社会生活を営むことがで
きるよう、利用者の心身の特性に
応じた必要な訓練を行っています
か。
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

オ はい ・ ○ 　就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型の提供に当たってはこのほか、 施設基準第25条～第27条
該当しない ・

・

５ 　衛生・健康管理
ア はい ・ ○ 　利用者の入浴又は清しきは、適切な方法により行うこと。 施設基準第21条第2項

イ はい ・ ○

○

ウ はい ・

エ はい ・

オ はい ・ ○ 施設基準第31条第2項

⇒ 定期健康診断（前年度の実施状況）

人 人
年 月 日 年 月 日

人数

　衛生的な被服及び寝具を確保し
ていますか。

いいえ

１回目 ２回目 定期健康診断を受診できなかった場合の取扱い

　利用者に対する定期の健康診断
を実施していますか。

　障害者支援施設は、施設入所支援を利用する利用者に対して、毎年２回以上定期に健
康診断を行わなければならない。

いいえ

　個々の利用者の身体状態・症状
等に応じ、医師、嘱託医による必
要な医学的管理が行われ、看護
師等への指示が適切に行われて
いますか。

　公共職業安定所での求職の登録その他の利用者が行う求職活動を支援し又は支援に
努めるとともに、関係機関と連携して、利用者の意向及び適性に応じた求人の開拓に
努めなければならない。

　利用者の職場への定着を促進するため、障害者就業・生活支援センター等の関係機
関と連携して、利用者が就職した日から6月以上、就業生活における相談等の支援を
継続し又は継続に努めなければならない。

　利用者の希望等を勘案し、適切
な方法により、利用者を入浴させ、
又は清しきしていますか。

いいえ

　利用者の状態に応じた排せつ及びおむつ交換を適切に行うほか、排せつの自立につい
て必要な援助を行うこと。

　排せつの介助及びトイレの環境
は適切ですか。

　就労移行支援又は就労継続支
援Ｂ型の提供に当たっては、公共
職業安定所等の関係機関と連携
して、利用者の意向及び適正を踏
まえて実習の受入先を確保し又は
確保すること等に努めています
か。

いいえ

いいえ

施設基準第21条第3項、第4
項

指導監査指針着眼点第1の
1(4)

　トイレ等は利用者の特性に応じた工夫がなされているほか、換気、保温及び利用者の
プライバシーの確保に配慮すること。

指導監査指針着眼点第1の
1(5)

実施日 令和 令和
実施機関

指導監査指針着眼点第1の
1(6)

　特に、入浴予定日が行事日や祝日等に当たったため入浴が行われなかったった場合、
代替日を設けるなどにより入浴等を確保すること。

いいえ
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

カ はい ・ ○

⇒ 感染症発生防止措置等の内容
予 防 対 策 実 施 状 況

○

○ 　職員に対し、年１回以上の衛生管理に関する研修を実施すること。

キ はい ・ 〇 「（参考）障害者支援施設では、 施設基準第37条第1項

ク

〇

(ア) はい ・ いいえ

(イ) 指針を整備していますか。 はい ・ 〇
基準について第三の3(40)

　利用者の使用する設備及び飲
用する水の衛生上必要な措置を
講じていますか。
　また、健康管理等に必要とな
る機械器具等の管理を行ってい
ますか。

いいえ
従業者の清潔の保持及び健康状態の管理に努めるべきであり、特に、従業者が感染源と
なることを予防し、また従業者を感染の危険から守るため、手指を洗浄するための設備
や使い捨ての手袋等感染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じること。
とされている。」

　ＭＲＳＡ、疥癬、インフルエンザ、
ノロウイルス等の感染症予防のた
めの必要な措置を講じています
か。

いいえ

感染症等発生時の報告に
ついて

施設基準第37条第2項第2号いいえ

　日頃から、感染症又は食中毒の発生又はまん延防止する観点から、職員の健康管理を
徹底し、職員や来訪者の健康状態によっては利用者との接触を制限する等の措置を講ず
るとともに、職員及び利用者に対して手洗いやうがいを励行するなど衛生教育の徹底を
図ること。

　「（参考）障害者視線施設では、指針には、平常時の対策及び発生時の対応を規定す
ること。
　平常時の対策としては、施設内の衛生管理、日常の支援に係る感染対策等、発生時の
対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における
施設関係課等の関係機関との連携、医療処置、行政への報告が想定される。また、発生
時における施設内の連絡体制や前記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくこ
とも必要である。
　なお、それぞれの項目の記載内容の例については、厚生労働省「障害福祉サービス施
設・事業所職員のための感染対策マニュアル」も踏まえて検討すること。とされてい
る。」

　感染症又は食中毒が発生し、
又はまん延しないように次の措
置を講じていますか。

感染症等発生時の報告に
ついて

　食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じ保健所の助
言、指導を求めるとともに、密接な連携を図ること。

（経過措置：令和６年３月３１
日までの間は「努力義務」とさ
れている。）

　委員会を開催し、その結
果について、従業者に周知
徹底を図っていますか。

施設基準第37条第2項第1号　「（参考）障害者支援施設では、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための
対策を検討する委員会（「感染対策委員会」という。）については、幅広い職種により
構成し、構成メンバーの責務及び役割分担を明確にすること。また、専任の感染対策を
担当する者を決めておくことが必要である。感染対策委員会は概ね３月に１回以上、定
期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する
必要がある。
　なお、感染対策委員会は、他の委員会と独立して設置・運営することが必要である
が、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、
一体的に設置・運営することとして差し支えない。専任の感染対策を担当する者は看護
師であることが望ましい。
　感染対策委員会の結果について、従業者に周知徹底を図ること。とされている。」
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

(ウ) はい ・ 〇
基準について第三の3(40)

〇

ケ はい ・ ○

①

②

③

○

※

⇒ 感染症予防対策
衛生管理研修の実施 有 ・ 無
感染症発生時の報告体制（内部報告体制を含む）の確立 有 ・ 無
昨年度から自主点検表作成時までの食中毒・感染症発生の有無 有 ・ 無

上記に係る食中毒・感染症発生の報告 有 ・ 無

事故・不祥事案及び感染症
等発生時の報告について

施設基準第37条第2項第3号

　「（参考）障害者支援施設では、訓練（年２回以上）においては、感染症発生時にお
いて迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、施設内
の役割分担の確認や、感染対策をした上での支援の演習などを実施すること。なお、実
施の方法については机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施す
るものを適切に組み合わせながら実施すること。とされている。」

感染症等発生時の報告に
ついて

　感染症等が発生した場合の報告
体制を整備していますか。

　①及び②に該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が
疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた場合

　食中毒及び感染症の発生の際は、平成25年6月25日付け青健福第763号「「社会福祉施
設等における事故発生時の報告取扱要領」の一部改正について」による「社会福祉施設
等における事故・不祥事案及び感染症等発生時の報告取扱要領」（平成２９年１月１日
改正）により、県に報告※すること。（第一報は、文書作成を待たずに電話又はＦＡＸ

等により遅滞なく行うこと。）

　施設長は、次の①、②又は③の場合は、市町村等の社会福祉施設等主管部局に迅速
に、感染症又は食中毒が疑われる者等の人数、症状、対応状況等を報告するとともに、
併せて保健所に報告し、指示を求めるなどの措置を講ずること。

　報告を要する感染症については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律」（平成１０年法律第１１４号）第６条第１項に定める感染症のうち、５
類感染症以外のものとしているが、５類感染症であっても、インフルエンザ等が施設
又は事業所内にまん延する等の状態になった場合には報告すること。

　同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が１０名以上又は全利
用者の半数以上発生した場合

　同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤患
者が１週間内に２名以上発生した場合

いいえ

研修並びに訓練を定期的に
実施していますか。

いいえ 　「（参考）障害者支援施設では、定期研修（年２回以上）の内容は、感染対策の基礎
的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該施設等における指針に基づいた
衛生管理の徹底や衛生的な支援の励行を行うものとすること。また、新規採用時には別
に研修を実施すること。
　なお、調理や清掃などの業務を委託する場合には、委託を受けて行う者に対しても当
該施設の指針が周知されるようにすること。
　また、研修の実施内容についても記録することが必要である。
　研修の実施は、厚生労働省「障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マ
ニュアル」等を活用するなど、実態に応じ行うこと。とされている。」
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

コ はい ・ ○ 　事故発生の防止のため、次の点に留意して安全管理体制を確立すること。 事故発生防止について
・

・

・

⇒ 安全管理体制の状況
責任者の設置等管理体制の整備 有 ・ 無
指針（マニュアル）の作成 有 ・ 無
職員研修の実施 有 ・ 無
ヒヤリハット事例の報告作成 有 ・ 無
その他 （ ） 有 ・ 無

サ はい ・ ○ 　留意事項 施設基準第43条
該当しない ・

　
・ 　事故の状況及び事故に際して採った処置を記録すること。
・ 　賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うこと。
・ 　損害賠償保険への加入が望ましいこと。

○

① 　利用者の負傷又は死亡事故その他重大な人身事故の発生
※ 　施設内における事故のほか、送迎・通院等の間の事故を含む。
※

※ 　施設側の過誤、過失の有無は問わない。
※

② 　食中毒及び感染症の発生
※ 　前記「感染症等が発生した場合の報告」を参照のこと。

③ 　職員（従業員）の法令違反、不祥事案等の発生
※

　また、事故発生時からの記録等
を整備していますか。

　事故やヒヤリハット事例が発生した際には、その原因を解明し、再発防止のための
対策を講じること。

　利用者が病気等により死亡した場合であっても、死因等に係る疑義により家族
とトラブルになったときは報告を要する。

事故・不祥事案及び感染症
等発生時の報告について

いいえ

　平成25年6月25日付け青健福第763号「「社会福祉施設等における事故発生時の報告取
扱要領」の一部改正について」による「社会福祉施設等における事故・不祥事案及び感
染症等発生時の報告取扱要領」（平成29年1月1日改正）による報告が必要な範囲は、次
のとおり。

いいえ　事故が発生した場合、県、市町
村及び利用者の家族等に速やか
に連絡していますか。

　経営者、管理者自らが安全管理の重要性を認識し、組織的に安全管理体制の整備に
努めること。
　事故発生の防止のための指針等の作成及び必要に応じた見直しに努めること。ま
た、その内容等について、定期的に研修会を開催するなど全職員への周知徹底を図る
こと。

　利用者へのサービス提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、利用者の
家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならないこと。

　事故発生の防止のための安全
管理体制を整備していますか。

　負傷の程度については、外部の医療機関で受診（入院程度）を要したもの及び
後遺障害が残る可能性があるもの。

　利用者からの預り金の横領、利用者への虐待など利用者の処遇に影響のあるも
のについても報告すること。
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

④ 　その他、報告が必要と認められる事故の発生
※

⇒ 事故の発生状況（昨年度から自主点検表作成時までの状況）※和暦を記入してください。

年
月 日

年
月 日

年
月 日

年
月 日

※

シ

(ア) はい ・ 〇

(イ) はい ・ 〇

施設基準第43条の2　虐待の発生又はその再発を防
止するための措置を講じていま
すか。

いいえ

いいえ　研修を定期的に実施して
いますか。

　「（参考）障害者支援施設では、虐待防止委員会の設置に向けては、構成員の責務
及び役割分担を明確にするとともに、専任の虐待防止担当者（必置）を決めておくこ
とが必要であり、虐待防止委員会の構成員には、利用者やその家族、専門的な知見の
ある外部の第三者等も加えることが望ましい。
　なお、事業所単位でなく、法人単位での委員会設置も可であるたえ、事業所の規模
に応じた対応を検討すること。
　虐待防止委員会の開催に必要となる人数については、施設長や虐待防止担当者（必
置）が参画していれば最低人数は問わないが、委員会での検討結果を従業者に周知徹
底することが必要である。
　虐待防止委員会は、少なくとも１年に１回は開催することが必要であるが、身体拘
束検討委員会と一体的に設置・運営することも差し支えない。
　従業者に周知徹底する目的は、虐待の防止のための対策について、事業所全体で情
報共有し、今後の未然防止、再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の
懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要である。とされている」

　「（参考）障害者支援施設では、定期的な研修（年１回以上）の実施に当たっては、
虐待防止の基礎的内容等適切な知識を普及・啓発するとともに、指針を作成した事業所
においては当該指針に基づき、虐待防止の徹底を図るものとする。
職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該施設の虐待防止委員会が作成した研
修プログラムを実施し、定期的に研修を実施すること。
　なお、新規採用時には必ず虐待防止の研修を実施することが重要である。
　また、研修の実施内容について記録することが必要である。とされている。」

　委員会を定期的に開催
し、その結果について、従
業者に周知徹底を図ってい
ますか。

　上記の①～④に該当する事故について記入してください。（欄が不足する場合は別
紙として記載可）

無

無 有・ 無

無

有・

事故等の内容

無

処理・対策の状況

無 有・

有・

有・ 有・

有・無

発生年月日 報　告

有・

無

令和

令和

令和

令和

記録の有無

　利用者の無断外出等による行方不明者の発生等利用者の生命、身体に重大な結
果を生じるおそれがある事案が発生している場合等についても報告すること。
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

(ウ) はい ・

ス はい ・ ○ 施設基準第39条

セ はい ・ 施設基準第39条

ソ はい ・ 〇 施設基準第39条

〇 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。

〇 職員に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。

タ はい ・ ○ 　留意事項 社会福祉法第82条
① 施設基準第41条第1項

② 　施設内への掲示、パンフレット等により苦情解決体制が周知されていること。
③

⇒ 実施状況 ※和暦を記入してください。
有 ・ 無
有（職氏名： ） ・ 無
有（職氏名： ） ・ 無
有（氏名・職業： ）・ 無

カ　受付件数 有 無
（ 年度）

　上記の措置を適切に実施
するための担当者を設置し
ていますか。

いいえ
職　名 氏　　名

担当者職・氏名

前年度実績なし

　身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行
うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、職員
に周知徹底を図ること。

　当該利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除
き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束」という。）を
行ってはならないこと。

エ　第三者委員
オ　利用者・家族への
    周知方法

件

ウ　苦情解決責任者

苦情受付経過記録の整備

　苦情解決体制に当たっては、実施要綱等が文書で定められ、苦情解決責任者、苦情
受付担当者等が設置されていること。

・

　施設の管理の都合により、利用
者の行動を不当に制限することの
ないようにしていますか。

いいえ

令和

　やむを得ず身体拘束等を行う場
合は、その態様及び時間、その際
の利用者の心身の状況並びに緊
急やむを得ない理由等を記録して
いますか。

いいえ

　身体拘束等の適正化を図るため
の措置を講じていますか。

いいえ

　苦情を受付ける窓口を設置する
等の必要な措置を講じています
か。

いいえ

　受け付けられた苦情が要綱等により適切に処理され、必要に応じて運営適正化委員
会に斡旋依頼すること。

ア　苦情解決処理要領
イ　受付窓口担当者
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

６ 　食事サービス
ア はい ・ ○ 施設基準第29条

※
イ はい ・

ウ はい ・ ⇒ 実施状況
（ 年度） ※和暦を記入してください。

 

エ はい ・ ⇒ 食事の時間
朝食 時 分 昼食 時 分 夕食 時 分
 
※

オ はい ・ ○ 　留意事項　
① 　検食は利用者が食事をする前に実施すること。
② 　検食者は調理員以外の複数の職種で交代して当たるのが望ましいこと。
③ 　検食結果は検食簿に記録すること。

⇒ 実施状況

： 計 人 有・ 無
： 計 人 有・ 無
： 計 人 有・ 無

(注)

指導監査指針着眼点第1の
1(2)

いいえ

検　　　食　　　者

回残食(菜)調査 有 ・

　食事の時間に関する基準はないが、夕食については午後６時以降が望ましい。早く
ても午後５時以降とすること。

無

　検食を適切に実施しています
か。

　食事の時間は、家庭生活に近い
時間となっていますか。

いいえ

昼　食

検食時間

　利用者の心身の状態に合わせ
た調理内容になっていますか。

いいえ

有 ・

「検食者」欄は、職名を記入し、「計」欄には、1回当たりの検食者数を記入する
こと。

夕　食

調査結果の献立
への具体的反映

　栄養管理に当たっては、健康の維持・増進、生活習慣病の予防を目的とし、エネル
ギー及び各栄養素の摂取量の基準として示された「日本人の食事摂取基準」を参照の
こと。

調査回数 記録の有無 具体的実施方法

嗜好調査 無回

　食事の提供に当たっては、利用者の心身の状況及び嗜好を考慮し、適切な時間に食事
の提供を行うとともに、利用者の年齢及び障害の特性に応じた、適切な栄養量及び内容
の食事の提供を行うため、必要な栄養管理を行わなければならない。

平成9年3月31日社援第65
号「社会福祉施設における
衛生管理について」

記　　録
朝　食

　必要な栄養所要量を確保してい
ますか。

いいえ

　嗜好調査、残食(菜)調査、検食
等が適切になされており、その結
果等を献立に反映するなど、工夫
していますか。

いいえ 指導監査指針着眼点第1の
1(2)
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

カ はい ・ ○

○ 　原材料は、購入した状態で保存すること。

⇒ 実施状況
① 　保存期間 日間
② 　保存量 ｇ ｇ
③ 　冷凍庫の温度 ℃

キ はい ・

ク はい ・ ○ 　留意事項　
① 　食材の発注は、予定献立に基づき責任者の確認を得て行うこと。
②

ケ はい ・ ○ 　留意事項　
①

② 　備蓄食品の衛生管理には十分留意すること。

コ はい ・ ○ 　厨房内の衛生自主点検を実施し、点検簿に記録すること。
有 （点検頻度　　　　　 ） 無

 有 （点検頻度　　　　　 ） 無

　 有 （点検頻度　　　　　 ） 無

有 （点検頻度　　　　　 ） 無

有 （点検頻度　　　　　 ） 無

＊ 点検頻度については、プルダウンメニューから選択すること。

サ はい ・ ○ 　留意事項　
該当しない ①

②

③

　 　

平成9年3月31日社援第65
号「社会福祉施設における
衛生管理について」

平成9年3月31日社援第117
号「社会福祉施設における
保存食の保存期間等につ
いて」

　平成12年3月22日社援第
647号「保護施設等における
調理業務の委託について」
の一部改正について」

指導監査指針着眼点第1の
1(2)

平成9年3月31日社援第65
号「社会福祉施設における
衛生管理について」

　委託する場合であっても、施設では利用者の嗜好等が考慮されているか等について
業者との給食会議等を通じて、適切に把握すること。

衛生自主管理
点検の状況
（前年度）

いいえ

平成9年3月31日社援第65
号「社会福祉施設における
衛生管理について」

平成9年3月31日社援第117
号「社会福祉施設における
保存食の保存期間等につ
いて」

平成9年3月31日社援第65
号「社会福祉施設における
衛生管理について」　検収は発注者とは別の職員が実施し、検収場所は非汚染作業区域及び清潔作業区域

とは明確に区別すること。

　保存食は、一定期間(2週間)適切
な方法(冷凍保存)で保管されてい
ますか。

　食材の発注、検収を適切に行っ
ていますか。

いいえ

調理済み食品

　運搬手段については、衛生上適切な措置がなされている場合は、施設外で調理し搬
入する方法も認められること。

原材料

　調理業務を外部委託する場合、
利用者の嗜好等を考慮しています
か。

　衛生自主管理点検を行い、その
結果を記録していますか。

いいえ

　備蓄食品は受払簿により適切に管理し、職員等による施設からの持ち出しがないよ
う管理されていること。

いいえ
　給食は当該施設職員が行うのを原則とするが、入所者の嗜好等を考慮した献立で
あって、当該施設において調理することを条件に、外部委託しても差し支えない。

　また、原材料についてもすべて
保存していますか。

　保存食は、原材料及び調理済み食品ごとに50ｇ程度清潔な容器に入れ、マイナス20℃
以下で2週間以上保存すること。

調理器具等及び使用水の点検表

調理施設の点検表
従事者等の衛生管理点検表
原材料の取扱い等点検表

調理等における点検表

　また、併設施設等施設外で調理
したものを提供する場合、運搬手
段について適切な措置を講じてい
ますか。

　備蓄食品の管理及び受払いを適
切に行っていますか。

いいえ

　食器類の衛生管理に努めていま
すか。

いいえ
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

７ 　預り金等の状況
ア はい ・ ○

該当しない

『入所者所持金の取扱い』

イ はい ・
該当しない

記
1　取扱いの原則

(1)

ウ はい ・ (2) 　預・貯金を行う金融機関の選定は、本人等の意向により決定すること。
該当しない (3) 　キャッシュカードの類は作成しないこと。

(4)

2　具体的手続き
(1) 　管理の申出

(2) 　責任者の指名
　所持金の保管責任者及び出納責任者は、施設長がこれを指名すること。

エ はい ・ (3) 　金銭の出納
該当しない

ア

イ

ウ

　平成18年12月6日障発第1206002号「障害福祉サービス等における日常生活に要する費
用の取扱いについて」において、利用者からの預り金の出納管理に係る費用を利用者か
ら徴収する場合における留意事項が示されているが、このほか当県では昭和63年5月6日
付け青社第150号青森県生活福祉部長通知「入所者所持金の取扱いについて」により、
取扱いを定めている。

　昭和63年5月6日付け青社第150号青森県生活福祉部長通知「入所者所持金の取扱いに
ついて」の内容は、次のとおり。

いいえ
　金銭の出納は、極力金融機関の職員に出向いてもらい、出納責任者が幹部職員立ち
合いのもとに行い、次により事務処理を行うこと。

平成18年12月6日障発第
1206002号「障害福祉サー
ビス等における日常生活に
要する費用の取扱いについ
て」

昭和63年5月6日青社第150
号青森県生活福祉部長通
知「入所者所持金の取扱い
について」

　預・貯金通帳、年金証書と印鑑のうち、いずれか一方は、極力本人等に所持させる
こと。本人等からの依頼等により両方を施設で保管する場合は、保管責任者を別々に
定め、常に別々に収納保管すること。

　金銭の出納は、入金伝票（様式3(略)）及び出金伝票（様式4(略)）により処理
する。

　本人等の希望がある場合、あるいは本人等が所持金を管理することが施設の運営管理
上問題となる場合については、措置機関及び本人等の合意のもとに、下記により、施設
が保管するものとする。

　入所者所持金については、極力現金保管を避け、本人名義の預・貯金等とするこ
と。

　入所者所持金（現金、預・貯金通帳、年金証書、印鑑等）については、本来、本人又
は家族（以下「本人等」という。）が管理すべきものである。したがって、本人等が
預・貯金の収納を行う場合は、直接金融機関の職員に出向いてもらい、幹部職員立ち会
いのもとに行うものとする。

　利用者からの預り金を管理して
いる場合、あらかじめ管理規程を
定め、利用者との保管依頼書(契
約書)、個人別出納台帳等、必要
な書類を備えていますか。

いいえ

　利用者からの預り金を管理して
いる場合、預り金の状況について
管理者に毎月報告するとともに、
管理者は年4回以上自主点検を
行っていますか。

　本人等からの金銭の出納依頼があった場合は、担当寮母が入・出金伝票を2部作
成し、指導員に回付する。
　指導員は、担当寮母から伝票が回付されたときは、押印の上、出納責任者に回
付する。

　利用者からの預り金を管理して
いる場合、現金、通帳、印鑑等の
保管に当たり管理責任者(保管責
任者)及び補助者(出納責任者)が
それぞれ別々に選任され、かつそ
れぞれ別々の場所で保管されてい
ますか。

　また、領収書等の挙証資料を適
切に保管していますか。

いいえ

　本人等からの依頼は、所持金管理依頼書（様式1(略)）により行うこととし、この
場合、施設長は、所持金預り証（様式2(略)）を本人等に渡すこと。

　利用者からの預り金を管理して
いる場合、預り金の出納の際は、
管理責任者(保管責任者)及び補
助者(出納職員)が出納事務手続き
を相互にチェックしていますか。

いいえ
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

エ

オ

(4) 　報告

(5) 　自主点検
　施設長は、入所者所持金の取扱い状況について、年4回以上自主点検を行うこと。

(6) 　小遣銭の保管等

(注) 1 　寮母、指導員等の職名は、各施設の実態に応じて読み替えること。
2 　2の(3)のオの金額の程度は、各施設の実態に応じて定めること。

⇒ 利用者預り金の状況
利用者からの預り金実施の有無 有 ・ 無
預り金管理規程の整備 整備済 ・ 未整備

人（自己管理者の保管方法： ）
施設管理 人（現金保管 人 人）

人

※本人又は保護者の依頼書が無いことについての理由

（ ）
整備済 ・ 未整備
有（ 年 回 ） ・ 無

施設長の自主点検 有（ ） ・ 無
給付決定保護者等への報告 有（ ） ・ 無

手数料徴収の有無 有（ ） ・ 無

⇒ 利用者預り金の保管体制
保管責任者（職　氏名） 保管場所

現　金
通　帳
印　鑑

→施設管理のうち、本人又は保護者の依頼書が無いもの

（現金保管

　出納責任者は、出納業務を行い、預り金台帳（様式5(略)）に必要な事項を記入
するとともに、入・出金伝票の控と一緒に金銭（預・貯金通帳）を本人等に交付
し、受領印等を徴する。

　多額の金銭の出納については、あらかじめ施設長の確認を得た上で行い、出納
理由を必ず預り金台帳及び寮母日誌に記録する。

　担当寮母が、やむを得ない理由により、小遣銭を預かる場合は、施設長の承認を得
ること。この場合、担当寮母は、小遣銭出納簿（様式6(略)）により、出納事務を行
い、毎月末で締め切り、預金と照合の上、保管状況について施設長に報告すること。

利用者所持金管理

自己管理
通帳保管

方法・回数:

方法・回数:

個人別出納台帳の整備
施設長への保管金額の報告

　出納責任者は、預り金台帳を毎月末で締め切り、入・出金伝票、預・貯金通帳と照
合の上、施設長に報告すること。

積算根拠:
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

オ はい ・ ○
該当しない

カ はい ・ ○ 　例えば、預り金の額に対し、月当たり一定割合とするような取扱いは認められない。
該当しない

キ はい ・ ○ 　留意事項　
該当しない ①

② 　遺留金品から不当な経費を差し引いたり、不当に寄付金等を要求しないこと。

⇒ 遺留金品の処分の状況 （ 年度） ※和暦を記入してください。

８ 　その他
ア はい ・ ⇒ 実施状況（レクリエーション行事の状況）（ 年度）

死亡者氏名 残額

④

　遺留金品がある場合、適正に遺
族に引き渡していますか。

いいえ

　一律に寄附が行われている場合は、半強制的なものであると認定すべきものであるこ
と。

遺族の続柄
遺族引渡額

遺留金品の処分状況
その他処分額

② ③－④

備考
引渡年月日

平成18年12月6日障発第
1206002号「障害福祉サー
ビス等における日常生活に
要する費用の取扱いについ
て」

　遺留金品は、リスト作成の上、身元引受人等の親族に速やかに引き渡すこと。ま
た、引き渡した際は受領印等を徴すること。

③(①－②)

死亡年月日

施設で
の

葬祭実
施 ①

遺留金品総額 葬祭費充当額

　適宜、レクリエーションの実施等
に努めていますか。

いいえ
名　　　　称 実施時期 内　　　　　　容

※和暦を記入してください。

　利用者からの預り金の管理に当
たり、出納管理に係る費用を徴収
する場合は、その積算根拠を明確
にしていますか。

いいえ

　預り金から引き落としを行う場
合、その理由は寄付金等の名目
による半強制的なものではなく、本
人の自発的意思によるものとなっ
ていますか。

いいえ 　本人の自発的意思がある場合を除き、施設が利用者、家族、保護者会等に対して寄附
を求めるのは適当ではないこと。

障害者支援施設処遇　14



県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

イ はい ・ 施設基準第30条第2項

ウ はい ・ ○ 施設基準第30条第3項

○ 　市町村等実施機関との連携を図ること。

エ はい ・ ○ 施設基準第42条

⇒ 実施状況（地域との交流状況）（ 年度） ※和暦を記入してください。
（人）

　

　

⇒ 実施状況（ボランティアの活用状況） （ 年度） ※和暦を記入してください。
登録人員

（人）

 

指導監査指針着眼点第1の
1(10)

 

 

 

登録者名
（グループ名）

１回当たり平均
参加人員(人)

事業の関わり方

指導監査指針着眼点第1の
1(8)

　施設設備を地域に開放し、地域
との連携を深めていますか。

いいえ 　障害者支援施設の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び
協力を行う等の地域との交流に努めること。

　家族等との連携に積極的に努め
ていますか。

いいえ

　行政機関に対する手続等につい
て、利用者又はその家族が行うこ
とが困難な場合は、利用者の同意
を得て、職員が代行するなど配慮
していますか。

いいえ

　常に利用者の家族との連携を図るとともに、利用者とその家族との交流の機会を確保
するよう努めること。
　そのほか、利用者や家族からの相談に応じる体制をとり、相談に対して適切な助言、
援助を行うこと。

 

年　月　日 内　　　　　容
参　加　者　数

利用者 その他 計
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

９ 　変更の届出等
ア はい ・ ⇒ 届け出していない事項がある場合は、該当するものにチェックマークを入れてください。総合支援法第46条第3項

該当しない
① 　施設の名称及び設置の場所

②

　
③

④ 　建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示する。）及び設備の概要

⑤ 　施設の管理者及びサービス管理責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴

⑥ 　運営規程

⑦

⑧ 　連携する公共職業安定所その他関係機関の名称【就労移行支援を行う場合のみ。】

⑨ 　当該事業に係る介護給付費及び訓練等給付費の請求に関する事項

⑩ 　役員の氏名、生年月日及び住所

イ はい ・ ○ 　変更申請に必要な書類の記載事項は、次のとおり。
該当しない ・ 　施設の名称及び設置の場所

・

・

・ 　建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示する。）及び設備の概要
・ 　利用者の推定数
・

・ 　役員の氏名、生年月日及び住所

総合支援法施行規則第34
条の26

　協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約の内容（協力歯
科医療機関があるときはその名称及び当該協力歯科医療機関との契約の内容）

　指定の申請事項に変更があった
ときは、その旨を１０日以内に県に
届け出ていますか。

　施設障害福祉サービスの種類を
変更する場合又は生活介護に係
る入所定員を増加する場合は、あ
らかじめ必要な事項を記載した書
類により、都道府県知事に申請し
ていますか。

いいえ

　設置者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及び
職名
　提供する施設障害福祉サービスの種類【施設障害福祉サービスの種類を変更する場
合のみ。】

　当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態（提供する施設障害福
祉サービスの種類ごとの従業者の勤務の体制及び勤務形態を明示する。）

　設置者の定款、寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業
に関するものに限る。）

　設置者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及び
職名

いいえ
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

10 　給付費の算定状況 ※

http://www.pref.aomori.lg.jp/welfare/welfare/syougai_jigyousyatoushidoukansa.html

11 　業務管理体制の整備等
はい ・ ○ 総合支援法第51条の2

　整備し、届け出る業務管理体制については、次のとおり。
・ 　法令遵守責任者の氏名及び生年月日（全ての施設・事業者）
・

・

※

　届け出た事項に変更があったときは、遅滞なく、届け出なければならない。

※ 　県への届出に当たっては、次のホームページを参照のこと。

http://www.pref.aomori.lg.jp/welfare/welfare/syougai_gyoumukanri_todokede.html

12 　業務継続計画の策定等

ア はい・ ○ 施設基準第35条の2
基準について第三の3(37)

○ 感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではない。

イ はい・ ○ 施設基準第35条の2
基準について第三3の(37)

　業務執行の状況の監査の方法の概要（事業所数が100以上(根拠条文ごと)の事業
者）
　指定に係る事業所若しくは施設が2以上の都道府県の区域に所在する指定事業者等
の設置者は厚生労働大臣に、それ以外の指定事業者等の設置者は都道府県知事に届け
出する。

　業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（事業所数が20以上(根拠
条文ごと)の事業者）

青森県ホームページ『指定障害福祉サービス事業者等及び指定障害児通所支援事業者
等の業務管理体制整備の届出等について』

　業務管理体制を整備し、届け出
ていますか。

いいえ 　指定施設・事業者等は、総合支援法又は総合支援法に基づく命令を遵守し、障害者等
のため忠実にその職務を遂行しなければならないものであり、この義務の履行が確保さ
れるよう、業務管理体制を整備しなければならない。

いいえ 「（参考）障害者支援施設では、[感染症や非常災害の発生時において、利用者が施設
障害福祉サービスの提供を継続的に受けられるよう、事業を継続的に実施するための、
及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい
う。）を策定すること。とされている。」

＊具体的な記載内容は「障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継
続ガイドライン」を参照の上、各施設において実情に応じ適切に設定すること。

　給付費の算定状況に係る点検については、青森県ホームページ『障害福祉サービス
事業者等の指導・監査について』（URLは次のとおり。）に掲載されている指定障害
福祉サービス事業等に係る自主点検表の「第３　報酬」のページを使用し、添付して
ください。

　業務継続に係る研修は実施され
ていますか。

いいえ 「（参考）障害者支援施設では、定期研修（年２回以上）の内容は、感染症及び災害に
係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常時の対応の必要性
や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとすること。また、新規採用時には別
に研修を実施すること。
なお、感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止の
ための研修と一体的に実施しても差し支えない。とされている。」

　業務継続計画は策定されてい
ますか。

（経過措置：令和６年３月３１日までの
間は「努力義務」とされている。）
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県 記 載 欄点　　検　　の　　ポ　　イ　　ン　　ト
根 拠 法 令 等
【確 認 資 料】

自 主 点 検 項 目 点検結果

ウ はい・ ○ 施設基準第35条の2
基準について第三の3(37)

　業務継続計画に係る訓練は実
施されていますか。

いいえ 「（参考）障害者支援施設では、訓練（年２回）においては、施設内の役割分担の確
認、感染症や災害が発生した場合に実践する支援の演習等を実施すること。なお、実施
の方法については机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施する
ものを適切に組み合わせながら実施すること。とされている。」
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